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概  要 
１ 施設数 
 平成 19年 10月 1日現在における茨城県内の社会福祉施設等の総数は 1，867施設で，
前年に比べ 50施設（2.8％）増加している。 
 前年に比べ増加した施設は，「老人福祉施設」51施設（4.9％）等である。 
表１　施設の種類別にみた施設数の年次推移

増減数
増減率
(％）

総数 9061,2521,5071,5971,7301,8171,867 50 2.8

保護施設 5 5 5 5 5 5 5 0 0.0

老人福祉施設　1) 257 577 772 850 9721,0501,101 51 4.9

障害者支援施設等　2) ・ ・ ・ ・ ・ ・ 33 33 ・

旧身体障害者更生援護施設　3) 25 28 33 33 33 32 17 △ 15△ 46.9

旧知的障害者援護施設　3) 46 58 76 78 80 77 68 △ 9△ 11.7

旧精神障害者社会復帰施設　3) 7 9 30 30 33 33 15 △ 18△ 54.5

身体障害者社会参加支援施設 ・ ・ ・ ・ ・ ・ 3 3 ・

婦人保護施設 1 1 1 1 1 1 1 0 0.0

児童福祉施設 522 527 540 545 550 559 565 6 1.1

（再掲）保育所 421 425 436 439 442 448 454 6 1.3

母子福祉施設 2 2 2 2 2 1 1 0 0.0

その他の社会福祉施設等 41 45 48 53 54 59 58 △ 1 △ 1.7
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注：１）老人福祉施設について，平成 12年以降は，「介護サービス施設・事業所調査」において介護老人

福祉施設，通所介護，短期入所生活介護として把握した数値を含む。 
  ２）障害者自立支援法による障害者支援施設等である｢障害者支援施設｣｢地域活動支援センター｣｢福

祉ホーム｣をいう。 
  ３）障害者自立支援法の施行に伴い、経過措置による旧法（身体障害者福祉法、知的障害者福祉法、

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律）の施設である。 
 
２ 定員 
 定員は 66,825人で，前年に比べ 3,789人（6.0％）増加している。前年に比べ増加した

施設は，「老人福祉施設」2,897人（20.8%），「児童福祉施設」798人（1.9％）等
である。 

表２　施設数の種類別にみた定員の年次推移

増減数
増減率
(％）

総数 119,012125,74356,75558,76560,89663,03666,825 3,789 6.0

保護施設 330 330 330 330 330 330 330 0 0.0

老人福祉施設　1) 5,550 9,17111,00211,81712,91013,93116,828 2,897 20.8

障害者支援施設等　2) ・ ・ ・ ・ ・ ・ 704 704 ・

旧身体障害者更生援護施設　3) 1,095 1,205 1,258 1,154 1,204 1,238 885△ 353△ 28.5

旧知的障害者援護施設　3) 2,809 3,060 3,468 3,518 3,591 3,723 3,580△ 143 △ 3.8

旧精神障害者社会復帰施設　3) 139 177 397 399 468 466 360△ 106△ 22.7

婦人保護施設 15 6 6 6 6 6 8 2 33.3

児童福祉施設 35,775 36,59639,20140,24340,87241,53142,329 798 1.9

（再掲）保育所 33,847 34,59837,40338,38339,02339,73240,452 720 1.8

その他の社会福祉施設等 714 761 1,093 1,298 1,515 1,811 1,801 △ 10 △ 0.6
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注：１）老人福祉施設について，平成 12年以降は，「介護サービス施設・事業所調査」において介護老人

福祉施設，通所介護，短期入所生活介護として把握した数値を含む。 
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  ２）障害者自立支援法による障害者支援施設等である｢障害者支援施設｣｢地域活動支援センター｣｢福

祉ホーム｣をいう。 
  ３）障害者自立支援法の施行に伴い、経過措置による旧法（身体障害者福祉法、知的障害者福祉法、

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律）の施設である。 
  

３ 在所者数 
 在所者数は，64,105 人で，前年に比べ 2,049 人（3.3％）増加している。前年に比べ
増加した施設は，「老人福祉施設」827人（7.3％），「児童福祉施設」924人（2.1％）等
である。  
表３　施設の種類別にみた在所者数の年次推移

増減数
増減率
(％）

総数 106,123128,06956,89759,10060,86462,05664,105 2,049 3.3

保護施設 338 330 329 341 336 339 343 4 1.2

老人福祉施設　1) 5,150 7,852 9,34710,00310,60611,29312,120 827 7.3

障害者支援施設等　2) ・ ・ ・ ・ ・ ・ 754 754 ・

旧身体障害者更生援護施設　3) 967 1,025 1,118 1,113 1,104 1,146 802△ 344△ 30.0

旧知的障害者援護施設　3) 2,403 2,926 3,390 3,429 3,440 3,597 3,430△ 167 △ 4.6

旧精神障害者社会復帰施設　3) 89 144 322 343 363 365 289 △ 76△ 20.8

児童福祉施設 31,897 37,91941,57942,91043,86444,08745,011 924 2.1

（再掲）保育所 30,401 36,36040,03541,28742,21342,54043,340 800 1.9

その他の社会福祉施設等 489 524 812 961 1,148 1,229 1,356 127 10.3
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注：１）老人福祉施設について，平成 12年以降は，「介護サービス施設・事業所調査」において介護老人

福祉施設，通所介護，短期入所生活介護として把握した数値を含む。 
  ２）障害者自立支援法による障害者支援施設等である｢障害者支援施設｣｢地域活動支援センター｣｢福

祉ホーム｣をいう。 
  ３）障害者自立支援法の施行に伴い、経過措置による旧法（身体障害者福祉法、知的障害者福祉法、

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律）の施設である。 
 
４ 従事者数 
 従事者数は 27,855人で前年に比べ 1,078人（4.0％）増加している。前年に比べ増加
した施設は，「老人福祉施設」1,014人（7.6％），「児童福祉施設」163人（1.7％）等で
あり,減少した施設は，「その他の社会福祉施設等」50人（△4.7%）等となっている。 
表４　施設の種類別にみた従事者数の年次推移

増減数
増減率
(％）

総数 28,20437,12921,25023,01524,22526,77727,855 1,078 4.0

保護施設 111 114 110 113 112 121 117 △ 4 △ 3.3

老人福祉施設　1) 3,674 7,850 9,32510,56111,43513,41314,427 1,014 7.6

障害者支援施設等　2) ・ ・ ・ ・ ・ ・ 526 526 ・

旧身体障害者更生援護施設　3) 600 697 733 738 748 775 500△ 275△ 35.5

旧知的障害者援護施設　3) 1,179 1,426 1,699 1,718 1,746 1,707 1,476△ 231△ 13.5

旧精神障害者社会復帰施設　3) 37 58 163 159 178 184 104 △ 80△ 43.5

身体障害者社会参加支援施設 ・ ・ ・ ・ ・ ・ 15 15 ・

婦人保護施設 12 12 1 0 4 1 1 0 0.0

児童福祉施設 7,387 8,744 8,569 8,899 9,146 9,499 9,662 163 1.7

（再掲）保育所 6,145 7,385 7,402 7,673 7,906 8,200 8,362 162 2.0

母子福祉施設 14 13 5 5 3 3 3 0 0.0

その他の社会福祉施設等 430 590 645 822 853 1,074 1,024 △ 50 △ 4.7
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 注：１）老人福祉施設について，平成 12年以降は，「介護サービス施設・事業所調査」において介護老

人福祉施設，通所介護，短期入所生活介護として把握した数値を含む。 
   ２）障害者自立支援法による障害者支援施設等である｢障害者支援施設｣｢地域活動支援センター｣

｢福祉ホーム｣をいう。 
   ３）障害者自立支援法の施行に伴い、経過措置による旧法（身体障害者福祉法、知的障害者福祉法、

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律）の施設である。 
 
 
 
５ 統計表利用上の注意 
第１表―社会福祉施設数・定員・在所者数・従事者数，公営・私営の別 
第２表－社会福祉施設数・定員・在所者数・従事者数，市町村別 
 

 （１）特別養護老人ホーム，通所介護及び短期入所生活介護については，平成 12 年以
降は「介護サービス施設・事業所調査」により把握した数値である。 

 （２）定員には，医療保護施設，助産施設，母子生活支援施設，無料低額診療施設を含

まない。 
 （３）在所者には，医療保護施設，母子生活支援施設，無料低額診療施設は含まない。 
 （４）従事者には，医療保護施設，助産施設，無料低額診療施設は含まない。 
 （５）掲載の数値は四捨五入しているので，内訳の合計が「総数」に合わない場合があ

る。 
 
 
                                  
 
 


